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JSG ニュースレター
<Tax>

「外国籍専⾨⼈材の招聘及び雇⽤法」の改正に関する
お知らせ

クライアント各位
拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

「外國專業⼈才延攬及僱⽤法（外国籍専⾨⼈材の招聘及び雇⽤法）」は、外
国籍専⾨⼈材への労働許可、ビザ、居留、保険、税⾦、退職等の待遇向上に重点を
置いており、台湾での就労環境を改善することでより多くの外国籍専⾨⼈材の誘致を
⽬的としていますが、2025 年 9 ⽉ 24 ⽇に総統より公布された改正内容について、第
4条の⼀部、そして第 28条と第 29条を除き（2026年 6⽉ 30⽇施⾏）、2026年
1⽉ 1⽇から施⾏されています。
 今回の改正は、外国籍専⾨⼈材に関して以下の 2点が重要な変更点となります。
1. 外国籍専⾨⼈材に対する勞⼯退休⾦条例（労退新制）の適⽤条件の緩和

・外国専⾨⼈材は、永久居留を取得していなくても「労⼯退休⾦条例（労退新
制）」の適⽤対象となります。
・施⾏⽇前にすでに雇⽤され、引き続き在職している従業員は、2026 年 1 ⽉ 1
⽇〜2026年 6⽉ 30⽇の間に以下のいずれかを選択する必要があります。

1. 労退新制を選択する（会社が毎⽉賃⾦の 6％以上を拠出）
2. 労退旧制（労働基準法による退職⾦制度）を継続する
注意事項：
期限内に書⾯で選択を提出しなかった場合、⾃動的に労退新制へ切り替え



となります。また、労退旧制の継続を選択した場合、今後労退新制へ変更で
きません。

2. 永久居留を許可された外国専⾨⼈材に対する就業保険の適⽤
台湾で雇⽤され、かつ永久居留を取得している外国籍専⾨⼈材、特定専⾨⼈
材および上級専⾨⼈材は就業保険法の適⽤者となります。
そのため従業員が、移⺠署が発⾏する永久居留証（APRC）を取得しているか
を確認する必要があります。

勤業衆信の⾒解
⼀、 従来外国籍の駐在員は労退旧制へ加⼊義務があり、実際には受領条件を

満たすケースがほとんどない拠出が必要でしたが、2026 年 1 ⽉以降、労退新
制が適⽤されることによって、帰任後においても 60歳以上になると受領すること
が可能となります。⼀⽅、企業側は賃⾦の 6％の拠出が必要となるため費⽤
負担が増加する可能性があります。
また、永久居留証を取得している従業員の就業保険が適⽤されることにより、
失業給付が受けられるようになる⼀⽅、保険料の増加負担が⾒込まれます。

⼆、 既に駐在している外国籍駐在員に関しては、期限内に書⾯で選択を⾏い、労
退新制を選択される場合は、労保局に対して新制度退職⾦加⼊⼿続きを⾏
う必要がありますので、早めの確認作業が推奨されます。
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